




　また、労働時間の短縮策としては、所定休日
110日に計画有給２日を加え、年間休日を112日
とする制度もある。これは事前に計画有給２日
を年間休日カレンダーに組み込むことで、取得
率のアップを図っている。

男子の育児参加を促進
　また、当社では３歳未満の子供を養育するた
め、休業を申し出た場合、３歳に達するまで必
要な期間を与える育児休業制度を設けており、
これまで女性の育児休業取得率は80％以上を達
成。育児休暇取得後に退職する者もいるが、復
職率は９割を超えている。また、男性の育児参
加推進にも積極的で、育児休暇制度の周知に努
めている。その結果、19年７月から21年６月ま
でに２名、今年度も２名の取得者がでている。
　しかし、男性の育児休業取得については、休
暇中は収入がなくなることなどから、なかなか
進まないのが現状とのことである。

短時間勤務で人材（財）を確保
　当社では育児休暇後に復職した社員に対し、

「育児短時間勤務」という制度も用意している。
従来正社員は１日８時間勤務であるが、同制度
では１日４時間～6.5時間勤務すれば帰れると
いうもので、子どもが小学３年生になる前まで
利用できる。「正社員で何年も経験を積み上げ
てきた人であるので、１時間当たりの仕事の質
は高い。短時間でも工夫して密度の濃い仕事を
してもらえればパート以上の仕事ができる。子
どもの成長とともに、勤務時間を伸ばしていけ
ば、やがて正規の勤務に戻ることができ、雇用
する側としても優秀な人材（財）を失わないで、
次のステップに進むことにつながる」としてい
る。
　しかし、これら育児短時間取得者の中には育
児休暇期間もあり、現役を退いた感覚になって
いる者もいるとのことで、これらに対する意識

改革が重要ともなっているとのことである。

積立有給休暇制度を導入
　さらに当社では、休暇制度の向上策として、
過去の失効有給休暇を勤務年数に応じて最大60
日を積み立てて、当該年度分と合せて最高100
日まで家族の看護のために使える積立有給休暇
制度を導入。これは、パート従業員も対象で、
平成22年４月からは私傷病でも取得可能として
いる。実際介護のために２ヶ月取得した者や病
気で100日近く取得した者もでているとのこと
で、当社においては今のところ目玉的な制度と
して位置付けている。
　なお、100日の積立有給休暇制度をとる当社
においては、有給休暇を使って育児に当たるこ
とも可能であり、育児休業として認めてもらえ
ればカウント上男性の育児休業者は増えるとし
ている。

社内メールで社員に周知
　こうした取り組みに当たり当社では、行動計
画を策定しているが、この実現にあたっては、
社内委員会を設け、制度見直しの検討後、組合
との会議を積み重ね制度改定を行い、社内メー
ル等を活かし社員への周知・啓発を行っている。

子育てセミナー風景

企業・団体概要
◦名　　称　株式会社ケーズホールディングス
◦代　　表　代表取締役社長　加　藤　修　一
◦所 在 地　水戸市桜川1-1-1
◦創　　業　昭和22年３月
◦事業内容　家庭電化製品並びに関連商品販売及び付

帯工事・修理
◦資 本 金　129億円（平成22年３月末現在）
◦従業員数　12,783人（連結正社員5,679人、臨時従業

員7,104人）（平成22年３月末現在）
◦店 舗 数　339店舗（平成22年３月末現在）
◦ホームページ　http://www.ksdenki.com
◦受 賞 歴　平成21年　仕事と子育て両立支援部門優

秀賞（茨城県）受賞
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水戸・ひたちなか市を中心に13店舗展開
　当社は水戸・ひたちなか市を中心に13店舗を
展開。従業員は130名（男性93人、女性37人）で、
平均年齢は33.6歳と若い世代が多い。勤務形態
は、賃貸事業や販売事業の営業を行う総合職と
事務を担当する一般職に分かれる。男女とも約
７割が総合職として勤務している。

女性社員の割合が低下
　アパート賃貸等に係る業務は女性が活躍する
職種と考えられており、当社においても12年ほ
ど前は女性
が 多 か っ
た。しかし、
会社の規模
拡大に伴い
男性の営業
職が増加す
る一方で、
女性は結婚
や出産を機
に退職して
いき、その
結果、女性
社員の比率
が大幅に低
下してしま

った。
　不動産業は、新築だけでなく、既存物件も取
り扱うことから経験と地理や物件知識等幅広い
商品知識が必要で、簡単に代わりの社員を見つ
けるというわけにはいかず、会社の中で女性が、
長く働ける職場作りを！との意見が出るように
なった。
　当社には育児休業・介護休業等をはじめ、社
内制度は法定どおり規定されているが、従業員
が制度自体を知らない、あるいは制度が利用し
にくい環境等にあり、実績はなく形骸化してい
た。そこで、09年５月に厚生労働省の外郭団体

「財団法人21世紀職業財団」の協力を得て、職
場風土改革への取り組みを開始した。

職場風土改革への取り組み
　主な取り組み内容は、「勤務体制や仕事の進
め方の見直し」「勤務時間等の雇用管理の見直
し」で、具体的には①育児・介護休業制度の周
知や就業規則への原職復帰の明文化②総務課に
育児介護等の相談窓口を設置、③年次有給休暇
の半日単位での利用のほか、④週１回のノー残
業デーの実施などである。
　この推進にあたっては、代表取締役から取り
組みについて当社ホームページにより社外に発

04 労務管理見直しで女性の働きやす
い職場づくりを推進

香陵住販株式会社

　水戸・ひたちなか市を中心として、賃貸
アパート・マンション、売買不動産等の仲
介を行っている香陵住販株式会社。経験と
幅広い商品知識が必要な業界の特殊性もあ
り、長く勤務し続けられる環境を整備しよ
うと、子育て支援をはじめ年次有給休暇の
半日単位での利用や勤務時間等の雇用管理
の見直し等仕事と生活の両立支援に積極的
に取り組んでいる。

香陵住販㈱本店

企業・団体の取り組み事例

経営統括本部　次長　中　野　大　輔　氏
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信するとともに社内においては朝礼・会議・社
内報にて発信。また、仕事と家庭両立支援制度
ポスターの作成・掲示、従業員へのアンケート
実施等により従業員に周知し、認知度を高めた。
さらに、残業時間の長い従業員との面談を通じ
て業務時間短縮に取り組むとともに、週１回の
ノー残業デーについては勤務予定表作成時に各
人それぞれが定時で帰る日を組み込むことで実
施した。

取り組みの実績と効果
　22年度の実績として、育児休業は３名が取得。
うち１名は男性で、初めての取得者（２ヶ月の
休業）となっている。育児休業取得者等からは、

「出産・育児の環境が整っていることで、安心
して結婚・出産ができる」、「慣れた会社で長期
的な勤務が可能でありがたい」と好評を得てい
る。また、女性社員の細やかな対応に惹かれて
当社と取引している賃貸アパート等のオーナー
もおり、会社としても ｢復職してくれれば｣ と
いう思いは強い。
　また、有給休暇の半日単位の取得者はパート
社員を中心に30名前後が取得している。
　さらに、当業界は２月～４月は転勤・入学等
により繁忙期となることから、この時期は退職
した女性にパートとして職場復帰して貰ってい
るが、就業しやすい仕組みをつくることでスム
ーズな復職にも大いに役立っている。

働きやすい職場づくりで企業イメージがアップ
　当社の新卒者の募集状況は例年10名前後で、
一般職（事務職）を募集しないこともあってか、

応募者はほぼ男性で、女性の応募の少ない企業
である。それが、こうした取り組みが評価され
たのか、21年度は新卒募集に20人がエントリー。
うち15名は女性であった。また、22年度の新卒
者の応募状況は、就職氷河期ということもあっ
てか100名超が応募、うち４割が女性という状
況であった。

休暇取得や就業へのバックアップ体制が課題
　当社では、育児休業者に対し、定期的な情報
提供と職場復帰のための研修制度を設けてい
る。しかし、昨年５月に育児休暇が終わり復帰
予定していた従業員が保育所に空きがなく、未
だに復帰できないでいる。また、育児休業中は
無休となることから、男性においては長い期間
の取得が難しい状況にある。こうしたことから、

「保育所の整備や休暇を無休で取得する社員の
収入面を支える仕組みが必要と感じている」と
のこと。
　また、「企業は利益を上げるのが本業で、労
務管理に力を注ぐのが主ではない。しかし、職
場の活性化にもつながることなので、企業の風
土として仕事と家庭の両立がうまくできるよう
今後とも推進していきたい」としている。　

「ノー残業デー」ポスター

企業・団体概要
◦名　　称　香陵住販株式会社
◦代　　表　代表取締役　薄　井　宗　明
◦所 在 地　（本店）水戸市南町２丁目４番33号
◦設　　立　昭和56年10月
◦事業内容　賃貸アパート・マンション、売買不動産

等の仲介業務
◦資 本 金　9,880万円
◦従業員数　130人
◦店 舗 数　13店舗（平成22年12月31日現在）
◦ホームページ　http://www.koryo-j.co.jp/

15



「女性の仕事の可能性」を社会に発信
　モーハウスでは、子どもを持つ女性の活躍の
場を作り、女性の仕事の可能性を社会及び女性
自身に知ってもらうことをテーマのひとつに掲
げ、社会に向け発信している。そして、これら
に取り組んできた結果として、ごく自然に「子
連れ出勤」をはじめとする育児支援制度が確立
された。

モーハウスの育児支援
　当社の育児支援の大きな特徴は、子どもと一
緒に仕事ができる子連れ出勤可の体制づくりを
行っていること。この子連れ出勤は、雇用を通
じ母親の役に立ちたいとの思いから始まったも
ので、現在スタッフは外注スタッフ、ボランテ
ィアスタッフを含め、全員女性。そのほとんど
が子連れの母親である。授乳や子どもの世話等

で子連れの
スタッフの
勤務時間は
短く、業務
全体をカバ
ーするには
大勢のスタ
ッフを同時
に抱える必
要がある。
これは、労
務管理上手
間がかかり
大変だが、
短時間でも集中して働く有能な人材が集まるメ
リットがある。社内ルールや無理のない勤務シ
フトをお互いにすり合わせるなどして「小さく
働く」ことを束ねることで、女性の労働力の有

効活用ができ、会
社としても得られ
るメリットは大き
いとしている。
　 ま た、 当 社 で
は、柔軟な育児休
暇、テレワークの
導入、残業時間の
削減等も積極的に
行い、子どもを持
ちながらも仕事を
続けやすい環境を
整えている。

情報発信の場としてのアンテナショップ
　当社では、アンテナショップとして東京・表
参道に青山ショップ（路面店）を設置。つくば
本部での事務作業のみならず、東京・青山とい
う日本の中心地で、「子連れ勤務」での商品販
売という同社の取り組みを広い世代の人たちに

05「子連れ出勤」という新しいワー
クライフを提案

有限会社モーハウス

　授乳服という母親を応援するツールを企
画、製作、販売するモーハウス。「子連れ
出勤」という就業スタイルを取り入れるな
ど独自なシステムで運営することによっ
て、社員スタッフの働きやすさや子育てを
含め、女性のライフスタイルの確立を支援
している。

㈲モーハウス
代表取締役　光畑由佳氏

子連れワークスタイル

モーハウスの授乳服

企業・団体の取り組み事例
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見てもらうことで、子どものいる女性の就業の
可能性を発信している。
　また、「お産やおっぱいの楽しさをもっとた
くさんの人たちに知ってもらいたい」と、地域
の助産師たちと一緒にさまざまなイベントを開
いている。その一つがサロンとして開放してい
る「オープンハウス」。これは、毎月１回、代
表の光畑宅を開放して開催し、ランチ、ティタ
イム、助産師とのおしゃべりや相談などママた
ちの交流の場となっている。また、実際に授乳
服を着たお母さんたちの授乳の様子をご覧いた
だく「授乳ショー」を開催。モーハウスならで
はのイベントで、これまでに全国で100回以上
開催している。さらに、助産師や地域と協働し
て、快適お産おっぱいライフ「いいお産の日」
等のイベントを開催。女性ワークライフスタイ
ルについて講演、女性のライフスタイルを切り
開く活動も展開している。

数多くの賞を受賞
　「女性の仕事の可能性」を社会に発信すべく
育児支援に取り組んできた結果、子連れ出勤に
関しては延べ165名を越える実績を作り上げて
いる。こうした子育て期の女性の生活を支援す
る取り組みが評価され、内閣府の女性のチャレ
ンジ賞をはじめ数多くの賞を受賞。当社では、
これらを機に今後ともより高品質な商品の開発

をはじめ、イベントを中心とした情報発信を続
けていきたいとしている。
　当社の取り組みは多くの企業に影響を与え、
また女性自身、特に子育て期の女性の未知なる
可能性を広げている。

◦名　　称　有限会社モーハウス
◦代　　表　代表取締役　光　畑　由　佳
◦所 在 地　つくば市山中480-36
◦設　　立　平成14年11月（創業：平成９年）
◦事業内容　授乳服、授乳用インナーの製作・販売、

出産・子育てイベントの企画制作
◦出 資 金　300万円
◦従業員数　45人（男性０人、女性45人）
◦ホームページ　http://www.mo-house.net/
◦受 賞 歴　平成18年　経済産業省ＩＴ経営百選最優

秀企業
平成18年　茨城県　男（ひと）と女（ひ

と）・ハーモニー功労賞
平成19年　いばらきデザインセレクショ

ン2007受賞
平成20年　いばらきデザインセレクショ

ン2008　知事選定
平成21年　仕事と子育て両立支援奨励賞

（茨城県）受賞
平成21年　内閣府主催、平成21年度「女

性のチャレンジ賞」受賞
平成22年　ハイサービス日本300選受賞

キッズデザイン賞　キッズセ
ーフティ賞受賞　グッドデザ
イン賞受賞

企業・団体概要

オープンハウス風景

授乳ショー風景
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アサヒビール㈱研究開発センター
守谷市

㈱ケーズホールディングス
水戸市

アステラス製薬㈱
（県内６事業所）水戸市、高萩市、つくば市

旭硝子㈱鹿島工場
神栖市

独立行政法人産業技術総合研究所
つくば市

■短時間勤務の実施（１日あたり最大２時間の
就業時間の短縮が可能。中学校就学前まで。）
■スーパーフレックスタイムの導入（コアタイ
ムを設けない弾力的な勤務制度をとっている。）
■「子育て休暇制度」（子どもの病気以外にも、
学校行事等などでも利用できる休暇制度。）

■多種多様な勤務シフト（時間外労働の削減の
ため、500パターン以上の勤務体系を設けて
いる。）
■男性の育児参加の促進
■計画有給休暇制度（勤務シフトの作成の際に、
有給の休暇日を設定。）

※P.12に掲載

■短時間勤務の実施（１時間または２時間の短
縮が可能。小学校３年生まで。）

■託児費用補助（託児所に子どもが入所できな
い場合にベビーシッター等の費用を補助。）

■育児休業者復職支援イベント「キラ☆キャリ
セミナー」（育児休業から復職する者を対象に、
育児支援制度の紹介などを研修。）

■ファミリーフライデーの推進〈金曜日の労働時
間の短縮（8:45～17:45→8:45～16:00）〉

■短時間勤務の実施〈２時間30分まで短縮可能。
法定を超える小学校３年生まで。（フレックス
タイム制と併用可能。）〉
■スーパーフレックスタイムの導入（コアタイ
ムを設けない弾力的な勤務制度をとっている。）
■「短期育児休暇」の設定（育児のための１ヶ
月以内の休職は、短期育児休暇として取扱い、
勤続年数に影響しないよう配慮。）（男性が育
児のための休職をとりやすくしている。無給。）
■時間外・休日労働上限設定（子が小学校３年
を満了するまでは、時間外０～45時間、休日
０～５日の間で選択が可能。）
■育児施設・サービス利用補助（選択型福利厚
生制度から選択可能で、他の支援プログラム
よりも支援率が高い。）

■短時間勤務の実施（選択制により、週の勤務日、
勤務時間を設定できる。小学校就学まで。）

■事業所内託児施設の設置・運営〈一時預かり
施設を、つくば事業所に設置（小学生も預かる）〉

■両立支援ガイドブックの作成・配布（ＨＰに
も掲載）（男女共同参画宣言や行動計画を記載
するとともに、各種制度を紹介。）

茨城県子育て応援企業表彰

受賞企業の取り組み内容（仕事と子育て両立支援部門） 内の年度は受賞年度

H21

H21H21

H21H21

酒類の研究・開発

小売業医薬品の製造販売及び輸出入

製造業技術研究所
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（医）仁愛会 水海道厚生病院
常総市

インターソシオシステム㈱
ひたちなか市

㈲まくらが
古河市

㈲ベルワン
ひたちなか市

㈱三谷バルブ茨城工場
五霞町

■事業所内託児施設の設置・運営　H21.６～、
６名入所（通年）
■所定労働時間の変更（9:00～16:00の６時間
勤務に変更可能。）

■短時間勤務の実施（２時間の短縮が可能。法
定を超える小学校就学まで。）

■21世紀職業財団の「職場風土改革コース」に
エントリー（男性の育児参加促進を図ってお
り、男性の育児休業取得の実績あり（H21：
１名）。管理職や労働者への両立支援の取り組
みについて周知徹底。多様な働き方の推進を
図っている。）

■多様な働き方の導入（フレックスタイム制の
導入や、始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ制
度などの制度の導入。）
■育児制度の全従業員への周知（育児制度や、
女性の健康のための安全衛生について全従業
員に周知。）
■女性のための相談窓口の設置（妊娠中、産休中、
育児休業中の女性従業員のための相談窓口を
開設。）
■休憩室の充実（休憩室4.5帖×６室と、ベッド
付静養室１部屋を完備。）

■事業所内託児施設の設置・運営（現在、不定
期にて４人通所）

■妊婦休憩室の設置（現在、１名の妊婦が利用）
■従業員が家族で参加できる行事の実施（夏は
花火大会、冬は餅つき大会）

■社員旅行の家族参加奨励

■短時間勤務の実施（１日の所定勤務時間につ
いて２時間までの短縮が可能。満３歳到達後
の３月末日まで。）

■毎週水曜日ほか、週２回のノー残業デーの設
定

■リフレッシュ休暇（従業員が家族旅行できる
ように最大５日間の連続休暇取得を可能にし
た。）

■従業員が家族で参加できる行事の実施（幼児
も参加できる日帰り旅行を年２回企画。毎年
７月末には従業員の家族も参加できる「納涼祭」
を実施している。）

H21H21

H21H21

H21

病院受託ソフトウェア開発

訪問介護サービス、介護タクシー事業サービス業

製造業
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いばらきコープ生活協同組合
小美玉市

住友化学㈱筑波研究所
つくば市（東京都中央区）

栗田アルミ工業㈱
土浦市

㈱日立情報制御ソリューションズ
日立市

（福）泰仁会
石岡市

■法を上回る育児休業制度等（３歳まで育児休
業を取得可能。取得回数に制限なし。小学校
入学前まで利用可能な短時間勤務制度。）
■「子ども参観日」の実施
■男性の育児休業取得実績（Ｈ22.10からＨ23.３
まで（５ヶ月間）１名）

※平成21年度においては茨城県子育て応援企業
として奨励賞を受賞

■法を上回る育児休業制度等（一定の事由を要
せず１歳６ヶ月まで育児休業を取得可能（H23
年度以降「３歳到達後の最初の４月末日まで」
となる予定）。小学校３年生まで利用できる短
時間勤務制度（３時間短縮可能））
■経済的支援の実施【出産祝い金　３万円。ホ
ームヘルパー利用料補助（負担額の7割、上限
１日７千円）。育児支援金：乳幼児１人つき月
１万円（保育所等に通わせている場合、小学
校就学の始期まで）。入学祝い５千円相当の品
（小学校）。家族手当　月８千円。】

■法を上回る短時間勤務制度等（小学校入学前
まで利用できる短時間勤務制度・就業時刻の
繰り上げ・繰り下げの制度・所定外労働免除
制度）

■経済的支援の実施（出産祝い金　２万円）
■妊婦等の休憩室の設置
■ホームページにおいて社長自らが社員の子育
て応援を宣言するとともに、総務部に相談窓
口を設置。

■法を上回る育児休業制度等（小学校１年終了
時まで育児休業を取得可能。取得回数も制限
なし。中学校入学前まで利用できる短時間勤
務制度。所定外労働免除制度。子の看護休暇
については、子の年齢による制限無し）
■経済的支援の実施（出産祝い金　５万円。家
族手当（扶養親族１人につき、月額11,000円））

■法を上回る育児休業制度等〈小学校入学前ま
で利用できる短時間勤務制度。子の看護休暇は
子１人の場合　６日間、２人以上の場合　12
日間。子育て支援休暇　中学生未満の子の学
校行事等に参加するための特別有給休暇（年
間５日間）〉

■事業所内託児施設の設置・運営（定員17名　
現在１日平均６名が利用）

■配偶者出産休暇（２日間）
■ノー残業デーの実施（毎週金曜日）
■男性の育児休業取得者（Ｈ22　２人　６日間）

茨城県子育て応援企業表彰

受賞企業の取り組み内容（仕事と子育て両立支援部門） 内の年度は受賞年度

H22

H22H22

H22H22

生活協同組合

研究機関輸送機器製造

ソフトウェア業老人福祉施設
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エーザイ㈱筑波研究所
つくば市（東京都文京区）

（医）岩崎病院
水戸市

（福）慈永会
笠間市

京三電機㈱
古河市

（福）聖朋会
かすみがうら市

祥風会 特別養護老人ホーム憩いの里
土浦市

■法を上回る育児休業制度等（３歳まで育児休
業を取得可能。小学校３年生まで利用できる
短時間勤務制度）
■配偶者出産休暇（２日間）
■経済的支援の実施（出産祝い金　１万５千円）
■妊婦等の休憩室の設置

■経済的支援の実施（乳幼児手当の支給）（小学
校就学前の乳幼児を養育している者に１人当
たり月に25,000円を助成）

■事業所内託児施設の設置・運営（定員16名　
現在１日平均７名が利用）

■法を上回る育児休業制度（３歳まで育休取得
可。３歳まで始業時刻の繰り下げ可能。）

■経済的支援の実施〈出産祝い金　１万円。子
の看護休暇時の給与の支給（５日間）〉

■配偶者出産休暇制度（３日間）
■従業員の子供への職場見学会の実施

■法を上回る育児休業制度等（７歳になる前日
まで利用できる短時間勤務制度）
■月7日まで利用できる在宅勤務制度（中学校入
学前まで、事務系職員に限り利用可能。現在
１名利用。）
■配偶者出産休暇（２日間）
■経済的支援の実施（子の看護休暇時の給与の
支給）
■その他職場環境づくり（子どもの職場参観、
仕事体験。夏休みなどの子連れ出勤を実施。
子育てしやすい環境づくりのための、職員の
意識調査を実施）

■経済的支援の実施（扶養手当　子１人につき
月額6,500円）

■配偶者出産休暇（２日間）
■当直室を利用した妊婦等の休憩室の設置
■その他職場環境づくり（施設の行事や学校の
休校期、インフルエンザや台風による休校日
には、子連れ就労が可能。納涼祭等の施設行
事には、職員が家族連れで参加。）

H22H22

H22H22

H22H22

研究機関（医薬品の製造・販売）病院

老人福祉施設輸送用機器製造業

福祉施設（保育・高齢者）老人福祉施設
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㈱内藤工務店
小美玉市

大和リース㈱水戸支店
水戸市（大阪市）

フジサクセス㈱
筑西市

（独）日本原子力研究開発機構
東海村

（福）愛の会
石岡市

（福）芳香会
古河市

■経済的支援の実施（出産祝い金　１万円。家
族手当（配偶者、18歳未満の子１人につき月
額１万円）。子の育児・看護休暇時の給与の支給）
■ノー残業デーの実施（毎週水曜日をノー残業
デーとして実施）

■法を上回る育児休業制度等（子が３歳まで、
２回取得可能な育児休業制度。小学校３年生
（９歳）まで利用可能な短時間勤務制度。妊娠
中も利用可能。）

■経済的支援の実施（出産祝い金の支給（入社
５年以上　10万円、５年未満　５万円）。小
学校の入学祝い　５千円。子の看護休暇時の
給与の支給）

■配偶者出産休暇（２日間）
■ノー残業デーの実施（毎週水曜日）

■事業所内託児施設「キッズハウス」の設置・
運営（定員19名　現在１日平均９名程度利用）
■ノー残業デーの実施（毎週水曜日）
■短時間労働者への育児休業、子供の看護休暇
制度等を実施
■子供の看護休暇の半日単位・時間単位での取
得
■従業員が地域活動に参加するきっかけをつく
るために、有給による近隣のゴミ収集活動（月
１回）の実施。

■法を上回る育児休業制度等（３歳まで育児休
業を取得可能。小学校入学前まで利用できる
短時間勤務制度。小学校入学前までの子を養
育する場合、放課後児童クラブに通う子を迎
えに行く場合、就業時間の繰り上げ又は繰り
下げが可能。）

■男性の育児参加のための制度（配偶者出産休
暇（３日間）。配偶者の産前産後休暇期間中の
有給育児参加休暇（有給　５日間）。

■経済的支援の実施（子の看護休暇時の給与の
支給）

■妊婦等の休憩室の設置（看護師又は保健師が
駐在する健康相談室での休憩が可能）

■経済的支援の実施（出産祝金　10,000円。
入学祝金　10,000円。育児・介護サービス
の利用料の４割を助成、扶養手当の支給、子
の看護休暇時の給与の支給）
■従業員の子供の職場見学の受入れを実施

■事業所内託児施設の設置・運営（２箇所設置
定員33名　現在１日平均17名が利用）

■配偶者出産休暇（２日間）
■経済的支援の実施等（扶養手当　子１人につ
き3,500～15,000円。子育て支援手当　幼
稚園・保育所１人月額5,000円、児童クラブ
１人月額3,000円。子の看護休暇時の給与の
支給。応募者を対象とし、くじ引きにより、
花火大会の観覧席、東京ディズニーランドチ
ケット、宿泊旅行券等を家族分含め配布。）

■家族に感謝デー（家族を含めた食事会）の実施

茨城県子育て応援企業表彰

受賞企業の取り組み内容（仕事と子育て両立支援部門） 内の年度は受賞年度

H22H22

H22H22

H22H22

建設業サービス業（商業施設・集合住宅などの請負、リース）

一般労働者派遣業・有料職業紹介事業その他事業

福祉施設（保育・高齢者）福祉施設（保育・高齢者・障害福祉）
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国の支援制度

　ワーク・ライフ・バランスを推進するために、国・県では様々な支援制度を準備しています。ここ
では、支援制度の主なものをご紹介します。

支援制度

　一定の要件を備えた育児休業を実施する中小企業事業主（従業員100人以下）
に対して、育児休業取得者が初めて出た場合に助成金を支給します。（１人目
　100万円、２～５人目　80万円）
　　　　　　茨城労働局雇用均等室　TEL 029-224-6288

　事業所内に労働者のための保育施設を設置・運営したときに助成金を支給し
ます。（助成率：設置費は３分の２で、2,300万円が限度、運営費は５年目まで
は３分の２、６～10年目までは３分の１）
　　　　　　茨城労働局雇用均等室　TEL 029-224-6288　

　中小企業が、職場意識の改善に積極的に取り組み、所定外労働時間の削減、
年次有給休暇の取得促進等の必要な措置を講じ、効果的に実施した場合に助成
金を支給します。
１年度目　計画に基づき取り組みを効果的に実施　→　50万円
　　　　　　　　制度面に踏み込んだ改善を実施　→　プラス50万円
２年度目　計画に基づき１年度目よりもさらに取り組みを効果的に実施
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　50万円
　　　　　　　　顕著な成果を上げた場合　　　　→　プラス50万円
　　　　　　茨城労働局監督課　TEL 029-224-6288　　

〈代替要員確保コース〉
　育児休業取得者の代替要員を確保し、育児休業取得者を原職等に復帰させた
とき。（１人目40万円　行動計画策定届出企業は50万円、２人目以降15万円）
〈休業中能力アップコース〉
　育児休業または介護休業を取得した労働者が、スムースに職場に復帰できる
よう職場復帰プログラムを実施したとき。（支給対象労働者１人当たり21万円）
〈子育て期の短時間勤務支援コース〉
　小学校３学年終了までの子を養育する労働者が利用できる短時間勤務制度を
設け、利用者が生じたとき。

　 100人以下企業　………………　１人目　100万円　２人目以降　80万円
　 101人～300人以下企業　………　１人目　 50万円　２人目以降　40万円
　 301人以上企業　………………　１人目　 40万円　２人目以降　10万円
　　
※支給要件を満たした事業主は平成23年８月末日まで受け付ける。
　　　　　　㈶21世紀職業財団 茨城事務所　TEL 029-226-2413　

問い合せ先

問い合せ先

問い合せ先

問い合せ先

中小企業子育て
支援助成金

事業所内
保育施設設置・
運営等助成金

職場意識
改善助成金

両立支援レベル
アップ助成金
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　茨城県では、育児・介護休業法が努力義務とする休業制度や短時間勤務制度
等を導入し、実際に制度を３ヶ月以上利用した労働者が出た中小企業主に対し
て奨励金を支給しています。（１企業につき育児・介護あわせて２人まで）

対象となる制度は、育児や介護をする労働者が利用できる
◦短時間勤務制度
◦フレックスタイム制
◦始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ
◦時間外労働をさせない制度
　などです。

　　　　　　茨城県商工労働部労働政策課　労働経済・福祉グループ
　　　　　　TEL 029-301-3640　FAX 029-301-3649

県の支援制度

問い合せ先

仕事と生活の
調和支援奨励金
制度（茨城県）
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茨城県中小企業団体中央会
〒310-0801　水戸市桜川2丁目2番35号（茨城県産業会館8階）

TEL：029-224-8030　　FAX：029-224-6446
URL：http://www.ibarakiken.or.jp/
Ｅ-mail：info@ibarakiken.or.jp

平成22年度茨城県「仕事と生活の調和推進計画」策定支援事業
（茨城県商工労働部労働政策課委託事業）


